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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期
第３四半期
連結累計期間

第17期
第３四半期
連結累計期間

第16期

会計期間

自平成27年
 ４月１日
至平成27年
 12月31日

自平成28年
 ４月１日
至平成28年
 12月31日

自平成27年
 ４月１日
至平成28年
 ３月31日

売上高 （千円） 14,228,551 11,999,689 17,378,474

経常利益 （千円） 5,287,364 2,442,710 5,626,256

親会社株主に帰属する四半期(当

期)純利益
（千円） 3,526,236 4,578,904 3,605,646

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 3,415,504 4,113,945 3,536,333

純資産額 （千円） 11,578,341 17,134,513 11,700,670

総資産額 （千円） 32,045,546 57,805,723 38,690,561

１株当たり四半期(当期)純利益金

額
（円） 205.38 261.53 209.09

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 184.65 256.73 203.09

自己資本比率 （％） 35.9 25.9 30.1

 

回次
第16期
第３四半期
連結会計期間

第17期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自平成27年
　10月１日
至平成27年
　12月31日

自平成28年
　10月１日
至平成28年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
（円） △2.20 24.39

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

 

EDINET提出書類

日本商業開発株式会社(E05692)

四半期報告書

 2/22



２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、第１四半期連結会計期間において、当社グループの持分法適用関連会社でありましたニ

ューリアルプロパティ株式会社は、発行済株式の一部を自己株式として取得しております。

 これに伴い、当社グループは同社の議決権の過半数を保有することとなり、同社及びその子会社10社、持分法適用

関連会社２社が当社グループの関係会社として増加しました。

 なお、第１四半期連結会計期間において持分法適用関連会社でありました若狭観光開発株式会社は、重要性が低

下したため、第２四半期連結会計期間から持分法適用の範囲から除外しております。

 さらに、前連結会計年度末において、当社の連結子会社かつ特定子会社でありました株式会社Jは、平成28年10月

１日付にて、当社を存続会社とし、株式会社Jを消滅会社とする吸収合併を行ったことにより解散いたしました。

 この結果、平成28年12月31日現在では、当社グループは当社、子会社19社より構成されることとなりました。

 また、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を追加しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １四

半期連結財務諸表 注記事項 (セグメント情報等)」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクは、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループ(当社及び連結子会社)が判

断したものであります。

（1）売上高等の変動

海外ＰＦＩ事業は有期事業であり、運営期間が満了すれば事業は清算されます。

 

（2）海外における事業

当社グループは、米国、オセアニア及びアジアで事業を行っております。当該各国の経済、政情や政府による

規制等に起因した予期せぬ事象が発生した場合には、当社グループの業績や財政状態に悪影響を与える可能性が

あります。

 

（3）為替レートの変動

当社グループは、各地域における現地の財務諸表等を、連結財務諸表作成のために円換算しております。換算

時の為替レートが変動した場合には、もとの現地通貨における価値が変わらなかったとしても、円換算後の価値

に影響を与える可能性があります。

 

２【経営上の重要な契約等】

スポンサーサポート契約の締結

　当社は、平成28年11月10日開催の取締役会で、当社と地主プライベートリート投資法人及び当社の100％出資子

会社である地主アセットマネジメント株式会社（以下、地主AM、という。）との３社間で「スポンサーサポート契

約」を締結することを決議し、同日付で締結いたしました。

 

①本契約締結の目的

地主AMが、日本初の底地特化型の私募リートである地主プライベートリート投資法人の運用を行うに当た

り、当社がスポンサーとして本投資法人の安定的かつ継続的な不動産等の取得の機会を確保し、また、本投資法

人及び本資産運用会社である地主AMの不動産運営管理を向上させ、もって本投資法人の持続的な成長及び安定運

用を図ることを目的とします。

 

②契約書の概要

　　　有効期間　　　　　　　　　本契約書の締結日から５年間

　　　当社がサポートする内容　　①優先的物件情報の提供及び優先的売買交渉権の付与

　　　　　　　　　　　　　　　　②プロパティ・マネジメント業務の提供

　　　　　　　　　　　　　　　　③人材の派遣及びノウハウの提供

　　　　　　　　　　　　　　　　④商標使用の許諾

　　　　　　　　　　　　　　　　⑤投資口の流動性付与のための投資口取得の検討

　　　　　　　　　　　　　　　　⑥その他の関連業務及び支援等

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費は力強さを欠くものの、好調な自動車産業がけん

引し景況感は改善しており緩やかな回復基調を続けているものと見られます。これに対して世界経済は、英国の欧

州連合離脱決定に続いて、米国ではまさかのトランプ氏勝利により反グローバルの姿勢が際立ちながらも、世界の

市場はトランプ新政権の積極的な財政政策を期待し上昇基調にあり、しかも米国経済はしっかりしているうえ、新

興国経済も緩やかに加速しつつあります。

不動産及び不動産金融業界におきましては、不動産大手３社は日銀のマイナス金利政策による金利低下で不動

産相場が押し上げられ、保有物件の売却益が膨らんだことにより最高益を確保した模様でありますが、マンション

需給は、販売価格の高止まりで購買需要が低迷しマンションの新規発売戸数は低水準であります。

このような状況のもと、当社グループの当第３四半期連結累計期間におきまして、平成28年４月に私募リート

の運用を目的に当社100％出資子会社として設立いたしました地主アセットマネジメント株式会社（以下、「地主
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AM」という。）が、日本初の底地特化型「地主プライベートリート投資法人（以下、「地主リート」という。）」

を平成28年９月に設立するとともに翌10月に登録が完了いたしました。また、この間も優良案件の仕入をより一層

加速するとともに案件の売却活動も積極的に継続いたしました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は11,999,689千円（前年同期比15.7％減）、営業利益は

1,984,587千円（同64.0％減）、経常利益は2,442,710千円（同53.8％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

4,578,904千円（同29.9％増）となりました。

なお、平成28年11月22日に「『地主プライベートリート投資法人』への販売用不動産の売却に関するお知ら

せ」で公表いたしましたとおり、当社、地主AM及び地主リート間で「スポンサーサポート契約」を締結し当社がス

ポンサー会社となりました。このスポンサーサポート契約に基づいて平成29年１月13日に当社グループから地主

リートへ８案件を売却（売却価格11,380,000千円）し、機関投資家の不動産運用ニーズに応え、私募リートの運用

を開始いたしております。

 

セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

①不動産投資事業

不動産投資事業におきましては、売上高は10,842,146千円（前年同四半期比22.6％減）、セグメント利益

3,050,246千円（同52.0％減）となりました。

②サブリース・賃貸借・ファンドフィー事業

サブリース・賃貸借・ファンドフィー事業におきましては、売上高は242,866千円（前年同四半期比7.6％

増）、セグメント利益は60,619千円（同14.5％増）となりました。

③企画・仲介事業

企画・仲介事業におきましては、売上高は192,573千円（前年同期は3,416千円）、セグメント利益は191,084

千円（前年同期は3,416千円）となりました。

④その他事業

その他事業（＊）におきましては、売上高は764,103千円、セグメント利益は677,119千円となりました。

 

（＊） 当社グループの持分法適用関連会社でありましたニューリアルプロパティ株式会社は、第１四半期連結

会計期間において、発行済株式の一部を自己株式として取得したため、当社グループは同社の議決権の過

半数を保有することとなり、同社及びその子会社10社、持分法適用関連会社２社が当社グループの関係会

社として増加しました。

 なお、第１四半期連結会計期間において持分法適用関連会社でありました若狭観光開発株式会社は、重

要性が低下したため、第２四半期連結会計期間から持分法適用の範囲から除外しております。

 これにより、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントを従来の３事業に「その他事業」を追加

し、４事業としております。なお、その他事業では、海外ＰＦＩ事業、娯楽事業（ゴルフ場の運営）を行

っております。

 

(2）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ19,115,162千円増加の57,805,723千

円となりました。これは主な要因として、売却を進展させながらも優良案件の仕入が加速したことから販売用不動

産が12,830,034千円増加したこと、さらにニューリアルプロパティ株式会社及びその子会社を新たに連結子会社化

したことにより関係会社株式が6,608,781千円増加したことなどによります。

負債の部は、前連結会計年度末に比べ、13,681,319千円増加の40,671,210千円となりました。これは主な要因

として、未払法人税等が1,862,236千円減少いたしましたが、優良案件の仕入が加速したことにより有利子負債が

14,301,672千円増加したことなどによります。

純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益が4,578,904千円となったこと等により、前連結会計年度末に比

べ5,433,842千円増加し17,134,513千円となりました。

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の30.1％から当第３四半期連結会計期間末は25.9％となりまし

た。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　　　該当事項はありません。

 

(5)従業員数
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第１四半期連結会計期間からニューリアルプロパティ株式会社及びその子会社のあわせて10社が当社の連結の範

囲に含まれたことにより、当社グループの従業員数は著しく増加いたしました。

当第３四半期連結会計期間末の従業員数はニューリアルプロパティ株式会社及びその子会社の従業員数35人とあ

わせて合計71人となっております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 17,565,800 17,565,800

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株

であります。

計 17,565,800 17,565,800 － －

 
（注）１．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２．提出日現在発行数には、平成29年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日

（注）

24,000 17,565,800 14,432 2,673,120 14,432 2,651,565

 
（注）新株予約権の行使による増加であります。

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成28年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式       100
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,539,400 175,394 －

単元未満株式 普通株式     2,300 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 17,541,800 － －

総株主の議決権 － 175,394 －

 
（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式41株が含まれております。

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

日本商業開発株式会社

大阪市中央区今橋四

丁目１番１号
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　（１）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

常務取締役 投資運用本部長 西羅　弘文 平成28年７月25日

　（２）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

　　　　男性　９名　女性　－名（役員のうち女性の比率　－％
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、ひびき監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,062,588 11,928,672

営業未収入金 4,799 54,245

販売用不動産 22,610,077 35,440,112

前渡金 377,573 319,158

前払費用 159,513 136,065

その他 224,554 114,084

流動資産合計 35,439,106 47,992,338

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 83,604 158,170

工具、器具及び備品（純額） 21,032 27,000

土地 3,758 3,758

リース資産（純額） 26,903 40,768

有形固定資産合計 135,297 229,696

無形固定資産   

その他 7,737 9,966

無形固定資産合計 7,737 9,966

投資その他の資産   

投資有価証券 2,669,789 2,251,710

関係会社株式 － 6,608,781

出資金 5,161 159,161

敷金及び保証金 248,087 291,791

長期前払費用 116,360 119,395

その他 69,320 470,690

貸倒引当金 △300 △327,808

投資その他の資産合計 3,108,419 9,573,721

固定資産合計 3,251,454 9,813,384

資産合計 38,690,561 57,805,723

負債の部   

流動負債   

営業未払金 49,446 62,911

短期借入金 426,000 4,724,000

1年内返済予定の長期借入金 2,539,653 787,601

未払金 81,257 17,442

未払法人税等 2,043,747 181,511

未払消費税等 1,724 25,840

1年内返還予定の預り保証金 892,687 1,330,229

賞与引当金 － 5,781

その他 135,230 542,658

流動負債合計 6,169,747 7,677,976
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

固定負債   

長期借入金 20,470,581 32,211,819

長期預り敷金保証金 178,555 182,555

退職給付に係る負債 － 67,114

その他 171,006 531,744

固定負債合計 20,820,143 32,993,233

負債合計 26,989,890 40,671,210

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,619,000 2,673,120

資本剰余金 2,597,445 2,651,565

利益剰余金 6,481,610 10,274,110

自己株式 △79 △79

株主資本合計 11,697,976 15,598,715

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △32,280 △18,335

為替換算調整勘定 △39,038 △630,902

その他の包括利益累計額合計 △71,319 △649,238

新株予約権 18,720 29,624

非支配株主持分 55,293 2,155,411

純資産合計 11,700,670 17,134,513

負債純資産合計 38,690,561 57,805,723
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 14,228,551 11,999,689

売上原価 7,707,835 8,029,429

売上総利益 6,520,715 3,970,260

販売費及び一般管理費 1,012,886 1,985,672

営業利益 5,507,829 1,984,587

営業外収益   

受取利息 153 5,480

有価証券利息 5,007 4,339

持分法による投資利益 114,859 792,229

償却債権取立益 － 89,880

その他 944 192,423

営業外収益合計 120,965 1,084,354

営業外費用   

支払利息 210,708 461,863

資金調達費用 123,622 129,030

その他 7,098 35,338

営業外費用合計 341,429 626,231

経常利益 5,287,364 2,442,710

特別利益   

負ののれん発生益 － 4,577,713

特別利益合計 － 4,577,713

特別損失   

減損損失 5,369 －

事務所移転費用 19,429 －

段階取得に係る差損 － 1,787,271

特別損失合計 24,799 1,787,271

税金等調整前四半期純利益 5,262,565 5,233,152

法人税、住民税及び事業税 2,097,583 146,320

法人税等調整額 △358,678 169,203

法人税等合計 1,738,904 315,524

四半期純利益 3,523,660 4,917,628

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△2,575 338,724

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,526,236 4,578,904
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益 3,523,660 4,917,628

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △261 17,372

持分法適用会社に対する持分相当額 △107,894 －

為替換算調整勘定 － △821,055

その他の包括利益合計 △108,156 △803,682

四半期包括利益 3,415,504 4,113,945

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,418,079 4,000,985

非支配株主に係る四半期包括利益 △2,575 112,960
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

第１四半期連結会計期間より、当社グループの持分法適用関連会社でありましたニューリアルプロパティ株式会

社(以下、「同社」という)は、発行済株式の一部を自己株式として取得したため、当社グループは同社の議決権の

過半数を保有することとなり、同社を連結の範囲に含めております。また、同社を連結の範囲に含めたことにより

、同社の連結子会社10社を連結の範囲に含めており、同社の持分法適用関連会社２社を持分法適用の範囲に含めて

おります。

なお、第１四半期連結会計期間において持分法適用関連会社でありました若狭観光開発株式会社は、重要性が低

下したため、第２四半期連結会計期間から持分法適用の範囲から除外しております。

さらに、当第３四半期連結会計期間において、当社の100％連結子会社かつ特定子会社である株式会社Jは、平成

28年10月１日付で当社を存続会社とする吸収合併により解散したため、連結の範囲から除外しております。

 

(会計方針の変更)

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ3,193千円

増加しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）の償却額は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

減価償却費 9,771千円 78,688千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

配当金支払額

 

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 507,943 30 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

配当金支払額

 

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 786,404 45 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額 

不動産投資
事業

サブリース・
賃貸借・ファ
ンドフィー
事業

企画・仲介
事業

計

売上高       

（1）外部顧客への売上高 13,999,328 225,806 3,416 14,228,551 － 14,228,551

（2）セグメント間の内

部売上高又は振替高
－ － － － － －

計 13,999,328 225,806 3,416 14,228,551 － 14,228,551

セグメント利益又は損失

(△)
6,359,185 52,952 3,416 6,415,554 △907,725 5,507,829

 

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 6,415,554

全社費用（注） △907,725

四半期連結損益計算書の営業利益 5,507,829

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額 

不動産投資
事業

サブリース・
賃貸借・ファ
ンドフィー
事業

企画・仲介
事業

その他事業 計

売上高        

（1）外部顧客への売上高 10,800,146 242,866 192,573 764,103 11,999,689 － 11,999,689

（2）セグメント間の内

部売上高又は振替高
42,000 － － － 42,000 △42,000 －

計 10,842,146 242,866 192,573 764,103 12,041,689 △42,000 11,999,689

セグメント利益又は損失

(△)
3,050,246 60,619 191,084 677,119 3,979,070 △1,994,483 1,984,587

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

(子会社の取得による資産の著しい増加)

 第１四半期連結会計期間において、当社グループの持分法適用関連会社でありましたニューリアルプロパ

ティ株式会社は、発行済株式の一部を自己株式として取得したため、当社グループは同社の議決権の過半数

を保有することとなり、同社及びその子会社10社、持分法適用関連会社２社が当社グループの関係会社とし

て増加しました。

 なお、第１四半期連結会計期間において持分法適用関連会社でありました若狭観光開発株式会社は、重要

性が低下したため、第２四半期連結会計期間から持分法適用の範囲から除外しております。

 これにより当第３四半期連結会計期間末の資産の残高は、前連結会計年度の末日に比べ、「不動産投資事

業」の資産が3,095,206千円、「その他事業」の資産が8,751,161千円それぞれ増加しております。

 

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 3,979,070

セグメント間取引消去 △42,000

全社費用（注） △1,952,483

四半期連結損益計算書の営業利益 1,984,587

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

 

４．報告セグメントの変更等に関する事項

 当社グループの持分法適用関連会社でありましたニューリアルプロパティ株式会社は、発行済株式の一部

を自己株式として取得したため、当社グループは同社の議決権の過半数を保有することとなり、同社及びそ

の子会社10社、持分法適用関連会社２社が当社グループの関係会社として増加しました。

 なお、第１四半期連結会計期間において持分法適用関連会社でありました若狭観光開発株式会社は、重要

性が低下したため、第２四半期連結会計期間から持分法適用の範囲から除外しております。

 これにより、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントを従来の３事業に「その他事業」（＊）を追

加し、４事業としております。

（＊）その他事業では、海外ＰＦＩ事業、娯楽事業（ゴルフ場の運営）を行っております。
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（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

 「会計方針の変更」に記載のとおり、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更したため、

事業セグメントの減価償却の方法を同様に変更しております。

 当該変更により、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響はありませんが、各報告セ

グメントに帰属しない全社費用が3,193千円減少しております。

 

５．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失)

 該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動)

 該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益)

 該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

共通支配下の取引等

当社は、当社の100％連結子会社である株式会社Jを平成28年10月１日に吸収合併いたしました。

１. 取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

 結合当事企業の名称　株式会社J

 事業の内容　商業施設の開発、投資、売買

(2) 企業結合日

 平成28年10月1日

(3) 企業結合の法的形式

 当社を存続会社、株式会社J(当社の連結子会社)を消滅会社とする吸収合併であります。

(4) 結合後企業の名称

 日本商業開発株式会社

(5) その他取引の概要に関する事項

　株式会社Ｊは、当社グループの新規プロジェクトでありました渋谷区神宮前５丁目プロジェクトを運営する

会社として平成25年６月19日に当社が100％出資して設立いたしました。平成27年６月12日に当該プロジェク

トに係る土地を売却した結果、当該プロジェクトが完結し設立目的を達成したので、当社が吸収合併し解

散することにいたしました。

２. 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)および「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日)に基づき、共通支配下

の取引として処理しております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 205円38銭 261円53銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 3,526,236 4,578,904

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
3,526,236 4,578,904

普通株式の期中平均株式数（株） 17,168,935 17,507,972

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 184円65銭 256円73銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数（株） 1,928,339 327,801

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月14日

日本商業開発株式会社

取締役会 御中

 

ひびき監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 池 尻  省 三  印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 林     直 也   印

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本商業開発株
式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から
平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結
財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半
期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本商業開発株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政
状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての
重要な点において認められなかった。
 
利害関係
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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